
島根原子力発電所２号炉 

津波による損傷の防止 

令和元年10月 

中国電力株式会社

資料３－１－４ 



第５条：津波による損傷の防止 

<目 次> 

1. 基本方針

1.1 要求事項の整理 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

（１） 位置，構造及び設備

（２） 安全設計方針

（３） 適合性説明

1.3 気象等 

1.4 設備等（手順等含む） 

2. 津波による損傷の防止

（別添資料１） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計方針について 

3. 運用，手順説明

（別添資料２） 

津波による損傷の防止 

4. 現場確認を要するプロセス

（別添資料３） 

島根原子力発電所２号炉 耐津波設計における現場確認を要するプロセスについ

て 

下線は，今回の提出資料を示す。 
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別添１ 

島根原子力発電所２号炉 

耐津波設計方針について
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1.3 基準津波による敷地周辺の遡上・浸水域 

1.4 入力津波の設定 

1.5 水位変動，地殻変動の考慮 

1.6 設計または評価に用いる入力津波 

2. 設計基準対象施設の津波防護方針

2.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

2.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）

2.3 漏水による重要な安全機能への影響防止（外郭防護２）

2.4 重要な安全機能を有する施設の隔離（内郭防護）

2.5 水位変動に伴う取水性低下による重要な安全機能への影響防止
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3. 重大事故等対処施設の津波防護方針

3.1 敷地の特性に応じた津波防護の基本方針

3.2 敷地への浸水防止（外郭防護１）

3.3 漏水による重大事故等に対処するために必要な機能への影響防止

（外郭防護２） 

3.4 重大事故等に対処するために必要な機能を有する施設の隔離（内郭防護） 

3.5 水位変動に伴う取水性低下による重大事故等に対処するために必要な 

機能への影響防止 

3.6 津波監視 

4. 施設・設備の設計・評価の方針及び条件

4.1 津波防護施設の設計

4.2 浸水防止設備の設計

4.3 津波監視設備の設計

4.4 施設・設備等の設計・評価に係る検討事項
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（添付資料） 

１．基準津波に対して機能を維持すべき設備とその配置 

２．津波シミュレーションに用いる数値計算モデルについて 

３．地震時の地形等の変化による津波遡上経路への影響について 

４．日本海東縁部に想定される地震による発電所敷地への影響について 

５．港湾内の局所的な海面の励起について 

６．管路計算の詳細について 

７．入力津波に用いる潮位条件について 

８．入力津波に対する水位分布について 

９．津波防護対策の設備の位置付けについて 

10．内郭防護において考慮する溢水の浸水範囲，浸水量について 

11．浸水防護重点化範囲の境界における浸水対策の設置位置，実施範囲及び施工

例 

12．基準津波に伴う砂移動評価について 

13．島根原子力発電所周辺海域における底質土砂の分析結果について 

14．海水ポンプ軸受の浮遊砂耐性について 

15．津波漂流物の調査要領について 

16．燃料等輸送船の係留索の耐力について 

17．燃料等輸送船の喫水高さと津波高さとの関係について 

18．漂流物の評価において考慮する津波の流速・流向について 

19．津波監視設備の監視に関する考え方 

20．耐津波設計において考慮する荷重の組合せについて 

21．基準類における衝突荷重算定式について 

22．耐津波設計における余震荷重と津波荷重の組合せについて 

23．防波扉及び水密扉の運用管理について 

24．審査ガイドとの整合性（耐津波設計方針） 

25. 防波壁の設計方針について

26. 防波壁及び防波扉の津波荷重の設定方針について

27. 日本海東縁部に想定される地震による津波に対する流入防止対策について

（参考資料） 

－１ 島根原子力発電所における津波評価について 

－２ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第9章） 

－３ 島根原子力発電所２号炉内部溢水の影響評価について（別添資料１第10章） 

下線は， 今回の提出資料を示す。 
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添付資料 25 

防波壁の設計方針について 

5条-別添1-添付25-1
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ａ．構造概要 

  （ａ）多重鋼管杭式擁壁 

  （ｂ）鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

  （ｃ）波返重力擁壁 
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  （ｅ）防波壁の異種構造形式の境界部 

ｂ．防波壁設置位置の地質構造 

  （ａ）敷地の被覆層の分布状況 

  （ｂ）防波壁設置位置の地質構造 
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ｄ．設計荷重 
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（参考資料）防波壁の構造等に関する先行炉との比較
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1. 防波壁の要求機能と設計方針について

（１）防波壁に要求される機能

防波壁の平面位置図を第 1-1 図に，防波壁に関する要求機能と設計評価方針

について第 1-1 表に，評価対象部位を第 1-2 図に示す。 

津波防護施設として防波壁に求められる要求機能は，繰返しの襲来を想定し

た遡上波に対して浸水を防止すること，基準地震動Ｓsに対して要求される機

能を損なう恐れがないよう，構造物全体としての変形能力に対し十分な構造強

度を有することである。 

上記の機能を確保するための性能目標は，遡上津波に対して余裕を考慮した

防波壁高さを確保するとともに構造体の境界部等の止水性を維持し，基準地震

動Ｓs に対して止水性を損なわない構造強度を有した構造物とすることであ

る。 

（２）防波壁の構造選定の考え方

  防波壁の構造型式は，鉄筋コンクリート壁であり，さらに多重鋼管杭式擁

壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁に分類される。防波壁の構造選定の

考え方を以下に示す。 

ａ．多重鋼管杭式擁壁 

１，２号炉北側の施設護岸は基礎捨石上に設置しており，１，２号炉北側

の施設護岸と発電所施設は近接し，狭隘である。基礎を支持する岩盤の深さ

は，最深約 EL-14.5ｍである。敷地の制約と岩盤深さを考慮し，鋼管杭によ

る杭基礎構造を選定し，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 1９年

７月」（以下，「港湾基準」という）の自立矢板式護岸に準拠し設計すること

とした。なお，上部工から伝達される荷重に耐える構造とするため，大口径

の鋼管杭を多重化した。上部工は下部から連続する鋼管杭（最内管）を被覆

する鉄筋コンクリート造とした。 

ｂ．鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

３号炉東側の一部の施設護岸は基礎捨石上に設置しており，３号炉東側の

施設護岸と発電所施設は十分な離隔距離がある。基礎を支持する岩盤の深さ

は，最深約 EL-10.0ｍである。岩盤深さを考慮し，鋼管杭による杭基礎構造

を選定し，港湾基準の外郭施設（護岸）に準拠し設計を行った。上部工は安

定性を考慮し，逆Ｔ構造の鉄筋コンクリート造とした。 

5条-別添1-添付25-3
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ｃ．波返重力擁壁 

  ３号炉北側の施設護岸は改良地盤または岩盤に直接設置している。岩着構

造の施設護岸を基礎とした直接基礎構造を選定し，港湾基準の外郭施設（護

岸）に準拠し設計を行った。上部工は津波荷重に耐えられるよう重力擁壁構

造の鉄筋コンクリート造とした。 

第 1-1 図 防波壁位置図 

Ｎ

5条-別添1-添付25-4
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第 1-2(1)図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の評価対象部位 

 

第 1-2(2)図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の評価対象部位 

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても，

耐震・耐津波安全性を担保している。

E.L.(m)

0 

-50

E.L.(m)

0 

-50

▽E.L.+15.0m

E.L.(m)

0 

-50 

E.L.(m)

0 

-50

▽E.L.+15.0m

※

5条-別添1-添付25-5
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（岩盤支持） 

（改良地盤支持） 

第 1-2(3)図 防波壁（波返重力擁壁）の評価対象部位 

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても，

耐震・耐津波安全性を担保している。

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても，

耐震・耐津波安全性を担保している。

E.L.(m)

0 

-50 -50 

0 

E.L.(m)
▽E.L.+15.0m

※ 

※ 

5条-別添1-添付25-6
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（３）防波壁高さの設定方針

敷地前面海域に位置する防波壁は，津波高さに対して余裕を考慮した防波壁

高さを設定している。入力津波高さと防波壁高さの関係を第 1-2 表に，設計裕

度のイメージを第 1-3 図に示す。 

第 1-2 表 入力津波高さと防波壁高さの関係 

港湾外 港湾内 

防波壁構造 波返重力擁壁 

多重鋼管杭式擁壁 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

波返重力擁壁 

入力津波高さ 

（潮位のばらつき等考慮） 
T.P.+10.6ｍ T.P.+11.8ｍ

防波壁高さ T.P.+15.0ｍ T.P.+15.0ｍ

設計裕度 4.4ｍ 3.2ｍ 

第 1-3 図 防波壁設計裕度の考え方

5条-別添1-添付25-10
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（４）設計方針 

ａ．構造概要 

（ａ）多重鋼管杭式擁壁 

多重鋼管杭式擁壁は，１，２号炉北側に配置し，鋼管杭を岩盤に打設す

る（根入れ深さ：5.0m 程度）。鋼管杭は，コンクリートで中詰めされた大

口径管の多重構造を採用している。また，地中部では隣り合う多重鋼管杭

間にセメントミルクを間詰めする。多重鋼管杭のイメージを第 1-4 図に示

す。 

被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭を鉄筋コンク

リートで被覆した部材で構成される。鋼管杭６本程度を１ブロックの標準

とした壁体を連続して設置する。このブロック間の境界には，止水性を確

保するための止水目地を設置する。 

多重鋼管杭式擁壁の構造概要を第 1-5 図に，構造部位とその役割を第

1-3 表に示す。 

なお，材料の仕様については第 1-4 表のとおりである。 

 

 

（鋼管杭断面図） 

 

（地中部詳細平面図） 

 

第 1-4 図 多重鋼管杭イメージ 

5条-別添1-添付25-11
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取水路横断部 

 

第 1-5(1)図 多重鋼管杭式擁壁の構造概要図 

 

（単位：m） 

（単位：m） 
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施設護岸前出し部 

 

第 1-5(2)図 多重鋼管杭式擁壁の構造概要図

（単位：m） 

（単位：m） 
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第 1-3 表 構造部位と役割 

構造部位 役 割 

【施設】 

鋼管杭※１ ・被覆コンクリート壁から伝達される荷重を支

持地盤に確実に伝達し，防波壁としての機能

を維持する。 

被覆コンクリート壁※１

（鉄筋コンクリート） 

・外部からの地震荷重，津波荷重，漂流物荷重

等を鋼管杭に確実に伝達し，防波壁としての

機能を維持する。 

・止水目地を支持する。 

止水目地※１ ・被覆コンクリート壁の施工ブロック間に生じ

る変位に追従し，津波荷重に対して十分な耐

性を持ち，防波壁としての機能を維持する。 

【地盤】 

改良地盤 ・周辺地盤（砂礫層が分布している区間のみ）

における鋼管杭の変位を抑制する。 

・難透水性を保持する。 

セメントミルク ・難透水性を保持する。 

・掘削範囲を充填し，鋼管杭と岩盤を一体化す

る。 

岩盤 ・鋼管杭を支持する。 

   ※１ 鋼管杭，被覆コンクリート壁，止水目地を構造上のバウンダリとする。 

 

第 1-4 表 材料仕様 

材 料 仕 様 

鋼管杭 

φ2.2m,ｔ=25mm（SKK490 又は SM490Y）※２ 

φ2.0m,ｔ=25mm（SKK490） 

φ1.8m,ｔ=25mm（SKK490） 

φ1.6m,ｔ=25mm（SKK490） 

コンクリート f'ck＝24N/mm2 

鉄 筋 SD345 

止水目地 
ゴムジョイント，シートジョイント： 

クロロプレンゴム 

※２ 発生する曲げモーメントに応じて降伏点強度の大きい SM490Y を採用する。 

5条-別添1-添付25-14
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防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の杭頭部構造について，一般部及び取水路

横断部を例に説明する。 

一般部では，４重管のうち，最内管のΦ1600 のみ地上部に突出させ，Φ

1800,Φ2000,Φ2200 の杭頭上部からΦ1600 の杭頭まで，鉄筋コンクリート

で被覆する構造としている。 

取水路横断部では，２号炉取水管を横断するため，取水管の両端部に鋼

管杭を追加した構造としている。地震時及び津波時に被覆コンクリート直

下の杭と隣接する追加杭が荷重を分担するように，地上付近で杭頭連結材

にて連結し，内部をコンクリートで充填している。また，杭頭連結材上部

から最内管上端まで鉄筋コンクリートで被覆する構造としている。 

多重鋼管杭建込状況及び杭頭連結材設置状況を第 1-6 図に示す。 

 

 

第 1-6 図 多重鋼管杭建込状況及び杭頭連結材設置状況 
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   防波壁（多重鋼管杭式擁壁）区間では，岩盤上に砂礫層が堆積している

範囲において防波壁前面で薬液注入工法（セメント系固化剤）により改良

地盤とする。（改良地盤①） 

   また，構造物横断部等で杭間隔が大きい区間においても，薬液注入（セ

メント系固化剤）により改良地盤とする。（改良地盤②） 

   改良地盤の範囲を第 1-7 図に示す。 

 

 

：改良地盤①

：改良地盤②

凡例

：多重鋼管杭式防波壁

 
（平面図） 

 
多重鋼管杭式擁壁

岩盤

▽ EL+15.0m

波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東西← 南西←

改良地盤②

凡例

改良地盤①

 
（縦断図） 

 

第 1-7 図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）改良地盤の範囲 

5条-別添1-添付25-16
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（ｂ）鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁は，３号炉東側に配置し，鋼管杭を岩盤に確実に支持

させるため岩盤不陸を考慮し，0.5m 程度の根入れ深さを確保する。 

逆Ｔ擁壁は，鋼管杭８本程度を１ブロックの標準とした壁体を連続して

設置する。このブロック間の境界には，止水性を確保するための止水目地

を設置する。 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁の構造概要を第 1-8 図に，構造部位とその役割を第

1-5 表に示す。 

なお，材料の仕様については第 1-6 表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（一般部） 

第 1-8 図 鋼管杭式逆Ｔ擁壁構造概要図

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

（単位：m） 
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第 1-5 表 構造部位と役割 

構造部位 役 割 

【施設】 

鋼管杭※ ・逆Ｔ擁壁から伝達される荷重を支持地盤に確

実に伝達し，防波壁としての機能を維持する。 

逆Ｔ擁壁※ 

（鉄筋コンクリート） 

・外部からの地震荷重，津波荷重，漂流物荷重

等を鋼管杭に確実に伝達し，防波壁としての

機能を維持する。 

・止水目地を支持する。 

止水目地※ ・逆Ｔ擁壁の施工ブロック間に生じる変位に追

従し，津波荷重に対して十分な耐性を持ち，

防波壁としての機能を維持する。 

【地盤】 

改良地盤 ・周辺地盤における鋼管杭の変位を抑制する。 

・難透水性を保持する。 

岩盤 ・鋼管杭を支持する。 

   ※ 鋼管杭，逆Ｔ擁壁，止水目地を構造上のバウンダリとする。 

 

 

第 1-6 表 材料仕様 

材 料 仕 様 

鋼管杭 φ1.3m,ｔ=22mm（SKK490） 

コンクリート f'ck＝24N/mm2 

鉄 筋 SD345 

止水目地 
ゴムジョイント，シートジョイント： 

クロロプレンゴム 

5条-別添1-添付25-18
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   防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）では，道路土工 擁壁工指針（平成 24 年 7

月）に基づき，杭頭部での発生応力を抑えることを目的として，杭頭部の

結合方式はヒンジ結合を採用し，杭の埋込み深さについては同指針に基づ

き，「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編（平成 14 年 3 月）」を準用して，

下図に示す杭頭補強鉄筋を逆Ｔ擁壁に挿入する。 

   防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の杭頭部の構造概要図を第 1-9 図に示す。 

 

（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）横断図） 

 

 

（杭頭部 拡大図） 

第 1-9 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の杭頭部の構造概要図 
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   防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）区間では，防波壁底面から岩盤までを薬液

注入工法（セメント系固化剤）により改良地盤とする。 

   改良地盤の範囲を第 1-10 図に示す。 

 

：改良地盤

凡例

：鋼管杭式逆T擁壁

 
（平面図） 

 

▽ EL+15.0m

鋼管杭式逆Ｔ擁壁

岩盤

北← →南

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

北←→南 東←    →西

 

 

（縦断図） 

 

第 1-10 図 防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）改良地盤の範囲 

改良地盤
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（ｃ）波返重力擁壁 

波返重力擁壁は，３号炉北側及び防波壁端部に配置する。３号炉北側に

ついてはケーソンを介して岩盤上に設置し，防波壁端部は地震及び津波に

よる沈下やずれを生じさせないため，岩盤を露出させ，H 鋼を 1m 間隔で打

設し，重力擁壁を堅硬な地山に直接設置する設計とする。なお，砂礫層が

分布する箇所については，地盤改良を実施する。 

重力擁壁は，約 10ｍ間隔を１ブロックとした壁体を連続して設置する。

このブロック間の境界には，止水性を確保するための止水目地を設置する。 

岩盤上に鋼製架台を設置し，ケーソンを据え付けた後，鋼製架台内に水

中コンクリートを打設することにより，マンメイドロック（ＭＭＲ）を構

築している。ケーソン内はコンクリート又は銅水砕スラグにより中詰めし，

その上部を蓋コンクリート及び上部工コンクリートを打設して一体化さ

せている。地上部の重力擁壁は上部工と一体構造としている。 

放水路貫通部の放水路（ケーソン）は重力擁壁を間接支持する構造物と

する。 

波返重力擁壁の構造概要を第 1-11～13 図に，構造部位とその役割を第

1-7 表に示す。 

なお，材料の仕様については第 1-8 表のとおりである。 
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輪谷部                 一般部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３号放水路貫通部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良地盤部 

第 1-11 図 波返重力擁壁（ケーソン部）の構造概要図

※ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの効果を期待しなくても， 

耐震・耐津波安全性を担保している。 

（単位：m） 

（単位：m） 

（単位：m） 

図面修正後貼り付け 

※ 

※ 
※ 

5条-別添1-添付25-22

26



 

 

 

第 1-12 図 ケーソンの構造例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-13 図 波返重力擁壁（端部）の構造概要図 

 

西端部 東端部 

（単位：m） （単位：m） 
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第 1-7 表 構造部位と役割 

構造部位 役 割 

【施設】 

ケーソン※１ ・重力擁壁から伝達される荷重を支持地盤に確

実に伝達し，防波壁としての機能を維持す

る。 

重力擁壁※１ 

（鉄筋コンクリート） 

・外部からの地震荷重，津波荷重，漂流物荷重

等をケーソンに確実に伝達し，防波壁として

の機能を維持する。

・止水目地を支持する。

止水目地※１ ・重力擁壁の施工ブロック間に生じる変位に追

従し，津波荷重に対して十分な耐性を持ち，

防波壁としての機能を維持する。 

【地盤】 

ＭＭＲ ・ケーソンを支持する。

改良地盤 ・周辺地盤（砂礫層が分布している区間のみ）

におけるケーソンの変位を抑制する。

・難透水性を保持する。

岩盤 ・ケーソンを支持する。

※１ ケーソン，重力擁壁，止水目地は構造上のバウンダリとする。

第 1-8 表 材料仕様 

材 料 仕 様 

コンクリート f'ck＝24N/mm2 

鉄 筋 SD345 

止水目地 
ゴムジョイント，シートジョイント： 

クロロプレンゴム

5条-別添1-添付25-24
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   防波壁（波返重力擁壁）区間では，一部，砂礫層が介在する箇所に対し

て高圧噴射撹拌工法により改良地盤とする。 

   改良地盤の範囲を第 1-14 図に示す。 

 

：改良地盤

凡例

：波返重力擁壁

 

（平面図） 

 

波返重力擁壁（岩盤部）

岩盤改良地盤
ＭＭＲ

▽ EL+15.0m

２号炉放水路 ３号炉放水路

波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁
（改良地盤部）

西←
→東

南西←

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

北西← →南東→北東

防波壁縦断図（波返重力擁壁）

改良地盤

 

（縦断図） 

 

第 1-14 図 防波壁（波返重力擁壁）改良地盤の範囲 

5条-別添1-添付25-25
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（ｄ）止水目地 

止水目地は，防波壁の施工ブロック間の目地部からの津波の遡上を防止す

るとともに，津波漂流物の衝突による損傷を防止するため，防波壁の陸側に

設置する。 

止水目地は，隣接する防波壁の施工ブロック間の地震時の相対変位に応じ，

ゴムジョイント若しくはシートジョイントを採用する。また，遡上する津波

波圧に対する耐津波性を有し，入力津波高さを踏まえた設計とする。 

止水目地の許容変形量，許容水圧及び耐久性は，メーカー規格及び基準並

びに必要に応じて実施する性能試験を参考に定める。  

防波壁（波返壁重力式擁壁）を例に止水目地の設置箇所，及び概要図を第

1-15 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（止水目地の設置箇所（例）（防波壁断面図（波返重力擁壁））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ゴムジョイント（相対変位：小））  （シートジョイント（相対変位：大）） 

 

第 1-15 図 止水目地の設置個所及び概要図 
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防波壁は異種構造型式の境界部が３箇所存在するため，構造をすりつける。

境界部には，目地部からの津波の遡上を防止するため，止水目地を設置する。 

防波壁の異種構造型式の境界位置図及び構造概要を第 1-16 図に示す。 

 

 

防波壁の構造型式の境界位置図

①波返重力擁壁/
鋼管杭式逆T擁壁 境界

②鋼管杭式逆T擁壁/
多重鋼管杭式擁壁 境界

③多重鋼管杭式擁壁/
波返重力擁壁 境界

 
（防波壁の構造形式の境界位置図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-16 図 防波壁の異種構造型式の境界位置図及び構造概要 

①波返重力擁壁／ 

 鋼管杭式逆Ｔ擁壁 境界 

②鋼管杭式逆Ｔ擁壁／ 

 多重鋼管杭式擁壁 境界 

③多重鋼管杭式擁壁／ 

 波返重力擁壁 境界 

5条-別添1-添付25-27

31



 

ｂ．防波壁設置位置の地質構造 

（ａ）敷地の被覆層の分布状況 

   敷地の被覆層の分布について，EL+15m 以下の敷地には，埋戻土（掘削

ズリ），埋戻土（粘性土），及び砂礫層が分布する。 

   敷地の被覆層の分布図を第 1-17 図に示す。 

 

凡例
：調査位置
：埋戻土（掘削ズリ）
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）
：埋戻土（掘削ズリ）+砂礫層
：埋戻土（掘削ズリ）+埋戻土（粘性土）+砂礫層
：砂礫層
：岩盤に支持される構造物
：岩盤

３号炉

２号炉 １号炉

 
第 1-17 図 敷地の被覆層分布平面図 
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（ｂ）防波壁設置位置の地質構造 

    防波壁設置位置の地質構造について，防波壁の地質縦断図を第 1-18 図

に，横断方向の地質断面図を第 1-19 図に示す。 

 

Ｎ

波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（改良地盤部）

鋼管杭式
逆Ｔ擁壁
延長約320m

多重鋼管杭式
擁壁延長約430m

輪 谷 湾

波返重力擁壁（岩盤部）
延長約 30m

 

一般部 取水路横断部 施設護岸前出し部 一般部 一般部 改良地盤部

E.L.(m)

0

-50

▽ EL+15.0m

多重鋼管杭式擁壁 波返重力擁壁

２号炉取水路 １号炉取水路

→南東

E.L.(m)

0

-50

北西← →東 →北東西← 南西←

取水路横断部 一般部 施設護岸前出し部

 

▽ EL+15.0m

鋼管杭式逆Ｔ擁壁

北← →南

E.L.(m)

0

-50

E.L.(m)

0

-50

北←→南 東←    →西

一般部

 

 

第 1-18(1)図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁及び鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の地質縦断図 

5条-別添1-添付25-29
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一般部西端部 一般部一般部 放水路貫通部

波返重力擁壁（岩盤部）

改良地盤
ＭＭＲ

▽ EL+15.0m

２号炉放水路 ３号炉放水路

波返重力擁壁（岩盤部）

波返重力擁壁
（改良地盤部）

西← →東南西←

E.L.(m)

0

-50

0

-50

北西← →南東→北東

E.L.(m)

北← →南

輪谷部

一般部

放水路貫通部 改良地盤部

 

▽ EL+15.0m

波返重力擁壁(岩盤部)

E.L.(m)

0

-50

→北東

東端部

        

 

 

第 1-18(2)図 防波壁（波返重力擁壁）の地質縦断図 
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A

A’

EE’

FF’

I

I’

Ｎ波返重力擁壁（岩盤部）延長約690m

波返重力擁壁
（改良地盤部）

鋼管杭式
逆Ｔ擁壁
延長約320m

波返重力擁壁（岩盤部）
延長約 30m

多重鋼管杭式
擁壁延長約430mD

D’

輪 谷 湾

K

K’

J J’

B

B’

C

C’

G

G’

H

H’

 

▽EL+8.5

▽EL+15.0

▽HWL. EL+0.46

防波壁

鋼管杭

施設護岸

被覆石

捨石

基礎捨石

消波ブロック

埋戻土（掘削ズリ）

埋戻土
（粘性土）

▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-19(1)図 多重鋼管杭式擁壁 改良地盤部（A-A’断面） 
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▽EL+8.5

▽EL+15.0

▽HWL. EL+0.46

防波壁

鋼管杭

施設護岸

被覆石

捨石

基礎捨石

消波ブロック

埋戻土（掘削ズリ）

埋戻土
（粘性土）

▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-19(2)図 多重鋼管杭式擁壁 一般部（B-B’断面） 

▽EL+8.5

▽EL+15.0

▽HWL. EL+0.46

防波壁

鋼管杭

施設護岸

被覆石

捨石

基礎捨石

消波ブロック

埋戻土（掘削ズリ）

埋戻土
（粘性土）

▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-9(3)図 多重鋼管杭式擁壁 施設護岸前出し部（C-C’断面） 

（単位：m）

消波ブロック

被覆石

捨石

基礎捨石

▽EL+15.0

防波壁

施設護岸

鋼管杭

▽HWL. EL+0.46 ▽ EL+1.0

タービン建物埋戻土（掘削ズリ）

 
第 1-9(4)図 多重鋼管杭式擁壁 取水路横断部（D-D’断面） 
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（単位：m）

消波ブロック
被覆石

捨石

基礎捨石

施設護岸

▽EL+8.5

▽EL+15.0
鋼管杭

防波壁

▽EL+6.0

埋戻土
（掘削ズリ）

▽HWL. EL+0.46 ▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-9(5)図 鋼管杭式逆Ｔ擁壁 一般部（E-E’断面） 
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防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン

埋戻土（掘削ズリ）

▽HWL. EL+0.46 ▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-19(6)図 波返重力擁壁 輪谷部（F-F’断面） 

▽HWL. EL+0.46

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン
消波ブロック

被覆ブロック

基礎捨石

掘削ズリ

▽EL+6.5

埋戻土（掘削ズリ）

▽EL+1.0

（単位：m）

 

第 1-19(7)図 波返重力擁壁 一般部（G-G’断面） 

5条-別添1-添付25-34

38



 

防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

消波ブロック

▽EL+1.0

（単位：m）

▽HWL. EL+0.46
被覆ブロック

基礎捨石

掘削ズリ

折
れ

点

 

第 1-19(8)図 波返重力擁壁 放水路貫通部（H-H’断面） 

 

 
防波壁

▽EL+15.0

▽EL+8.5

MMR

ケーソン
消波ブロック

被覆ブロック

基礎捨石

掘削ズリ

▽EL+6.5

埋戻土（掘削ズリ）

▽EL+1.0▽HWL. EL+0.46

（単位：m）

 
第 1-19(9)図 波返重力擁壁 改良地盤部（I-I’断面） 
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防波壁

▽EL+8.5

▽HWL. EL+0.46

（単位：m）

第 1-19(10)図 防波壁東端部（J-J’断面） 

防波壁

▽EL+6.5

（単位：m）

第 1-19(11)図 防波壁西端部（K-K’断面） 
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（ｃ）防波壁の耐震評価候補断面の整理 

    防波壁について，間接支持する設備，構造的特徴，上述した地質構造

を含む周辺状況，及び地震力特性等の観点を踏まえた耐震評価候補断面

の整理方針を第 1-9 表に示す。 

    工認段階において，地震応答解析により耐震評価を行う上で，上記の

観点を考慮して断面を整理し，構造物の応答が耐震評価上最も厳しくな

ると考えられる断面を評価対象断面として選定する。 

 

第 1-9(1)表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（多重鋼管杭式擁壁）） 

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

一般部 改良地盤部

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭4,5本程度を標準とした壁
体を連続して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭６本程度を標準とした壁
体を連続して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート：幅2.40m，高さ6.80m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布し，基礎捨石の下側に改良地盤及び砂礫層
が分布している。

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構造物 ・北側に施設護岸が隣接する。 ・北側に施設護岸が隣接する。

④地震力特性 ・周辺状況を踏まえて整理する。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。  

観点
防波壁（多重鋼管杭式擁壁）

施設護岸前出し部 取水路横断部

要求機能 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし

②構造的特徴

形式

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭8本程度を標準とした壁体
を連続して設置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

・線状構造物
・多重鋼管杭式擁壁は，鋼管杭1６本程度による壁体を設
置している。

・被覆コンクリート壁は，下部の鋼管杭から連続する鋼管杭
を鉄筋コンクリートで被覆した部材で構成されている。

寸法
・被覆コンクリート：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ

・被覆コンクリート：幅2.40m，高さ13.00m
・鋼管杭：φ1.60～2.20ｍ（海側，陸側に2列配置）

③周辺状況

周辺地質

・鋼管杭を根入れ深さ5.0m程度で主にCM級岩盤に打設し，
支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び埋戻土（粘性
土）が分布している。

・鋼管杭を根入れ深さ7.0m程度で主にCM級及びCH級岩
盤に打設し，支持されている。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分布している。

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構造物 ・南側に施設護岸が隣接する。 ・南側に施設護岸が隣接する。

④地震力特性 ・周辺状況を踏まえて整理する。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。  

 ※地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて工認段階で設定する。 
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第 1-9(2)表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）） 

観点
防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）

一般部

要求機能 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし

②構造的特
徴

形式
・線状構造物
・鉄筋コンクリート構造物
・鋼管杭6本又は10本を１ブロックとした壁体を連続して設置する。

寸法
・逆Ｔ擁壁：幅8.5m，高さ7.0m
・鋼管杭：φ1.3m

③周辺状況

周辺地質
・鋼管杭を根入れ0.5m程度で主にCM級岩盤に対して打設し，支持されている。
・周辺地質は埋戻土（掘削ズリ）及び改良地盤が分布している。

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構造物 ・北側に施設護岸が隣接する。

④地震力特性 ・周辺状況を踏まえて整理する。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。  

 

第 1-9(3)表 耐震評価候補断面の整理（防波壁（波返重力擁壁）） 

観点
防波壁（波返重力擁壁）

一般部 改良地盤部 放水路貫通部

要求機能 津波防護施設 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式
・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

寸法
・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

・幅1.50m
・高さ8.50m（地上部のみ）

③周辺状況

周辺地質

・ケーソンを介して主にCM級岩盤に支持され
る。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分
布している。

・高圧噴射撹拌工法により地盤改良を実施
している改良地盤部が存在する。

・ケーソンを介して主にCM級岩盤または改良
地盤に支持される。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）及び
砂礫層が分布している。

・ケーソンを介して主にCH級岩盤に支持され
る。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分
布している。

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構造物 ・なし ・なし
・3号炉放水路が防波壁下部のケーソンを
貫通する。

④地震力特性 ・周辺状況を踏まえて整理する。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。  

観点
防波壁（波返重力擁壁）

輪谷部 東端部 西端部

要求機能 津波防護施設 津波防護施設 津波防護施設

①間接支持する設備 ・なし ・なし ・なし

②構造的
特徴

形式
・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

・端部にかけて岩盤に擦り付く。

・線状構造物
・約10mを１ブロックとした鉄筋コンクリート
造の壁体を連続で設置している。

・端部にかけて岩盤に擦り付く。

寸法
・幅1.50m
・高さ6.50m（地上部のみ）

・幅1.50m
・高さ7.50m

・幅1.00m
・高さ8.50m

③周辺状況

周辺地質

・ケーソンを介して主にCM級岩盤に支持され
る。

・周辺地質は，埋戻土（掘削ズリ）が分
布している。

・主にCH級岩盤に直接支持される。 ・CＭ級岩盤に直接支持される。

地下水位※ ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。 ・解析結果等を踏まえて整理する。

隣接構造物 ・なし ・なし ・なし

④地震力特性 ・周辺状況を踏まえて整理する。

⑤床応答特性 ・間接支持する設備なし。  

※地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて工認段階で設定する。 

 

※地下水位は解析等による地下水位に係る検討結果を踏まえて工認段階で設定する。 
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ｃ．設計手順 
（ａ）多重鋼管杭式擁壁 

多重鋼管杭式擁壁の耐震・耐津波評価は，津波防護施設であること，Ｓ

クラスの設計基準対象施設であることを踏まえ，第 1-10 表の多重鋼管杭

式擁壁の評価項目に従い，各構造部材の構造設計を行う。 

 

第 1-10 表 多重鋼管杭式擁壁の評価項目 

構造強度設計 
設計に用いる許容限界 

評価対象部位 応力等の状態 

基礎地盤 支持力 
港湾基準を踏まえ，妥当な安全余裕を考慮

した極限支持力度とする。 

鋼管杭 曲げ，せん断 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編

（平成 14年３月）」を踏まえた降伏モーメ

ント（曲げ）及びせん断応力度（せん断）

とする。 

被覆コンクリート壁 

（鉄筋コンクリート） 
曲げ，せん断 

「コンクリート標準示方書，構造性能照査

編，2002 年制定」を踏まえた短期許容応力

度とする。 

止
水
目
地 

止水目地 変形，水圧 

メーカー規格及び基準並びに性能試験を

参考に定める許容変形量及び許容水圧以

下とする。 

止水目地の

鋼製部材 
曲げ，せん断 

「建築基準法施行令 2006 年 6 月」を踏ま

えた許容応力度とする。 
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（ｂ）鋼管杭式逆Ｔ擁壁 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁の耐震・耐津波評価は，津波防護施設であること，Ｓ

クラスの設計基準対象施設であることを踏まえ，第 1-11 表の鋼管杭式逆

Ｔ擁壁の評価項目に従い，各構造部材の構造設計を行う。 

 

第 1-11 表 鋼管杭式逆 T擁壁の評価項目 

構造強度設計 
設計に用いる許容限界 

評価対象部位 応力等の状態 

基礎地盤 支持力 
港湾基準を踏まえ，妥当な安全余裕を考慮

した極限支持力度とする。 

鋼管杭 曲げ，せん断 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編

（平成 14年３月）」を踏まえた降伏モーメ

ント（曲げ）及びせん断応力度（せん断）

とする。 

逆Ｔ擁壁 

（鉄筋コンクリート） 
曲げ，せん断 

「コンクリート標準示方書，構造性能照査

編，2002 年制定」を踏まえた短期許容応力

度とする。 

止
水
目
地 

止水目地 変形，水圧 

メーカー規格及び基準並びに性能試験を

参考に定める許容変形量及び許容水圧以

下とする。 

止水目地の 

鋼製部材 
曲げ，せん断 

「建築基準法施行令 2006 年 6 月」を踏ま

えた許容応力度とする。 
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（ｃ）波返重力擁壁 

波返重力擁壁の耐震・耐津波評価は，津波防護施設であること，Ｓクラ

スの設計基準対象施設であることを踏まえ，第 1-12 表の波返重力擁壁の

評価項目に従い，各構造部材の構造設計を行う。 

 

第 1-12 表 波返重力擁壁の評価項目 

構造強度設計 
設計に用いる許容限界 

評価対象部位 応力等の状態 

基礎地盤 

改良地盤 
支持力 

港湾基準を踏まえ，妥当な安全余裕を考慮

した極限支持力度とする。 

ケーソン せん断 

二次元応答解析結果から得られる面内せ

ん断に対して「コンクリート標準示方書，

構造性能照査編，2002 年制定」を踏まえた

短期許容応力度とする。 

重力擁壁 

（鉄筋コンクリート） 
曲げ，せん断 

「コンクリート標準示方書，構造性能照査

編，2002 年制定」を踏まえた短期許容応力

度とする。 

止
水
目
地 

止水目地 変形，水圧 

メーカー規格及び基準並びに性能試験を

参考に定める許容変形量及び許容水圧以

下とする。 

止水目地の 

鋼製部材 
曲げ，せん断 

「建築基準法施行令 2006 年 6 月」を踏ま

えた許容応力度とする。 

 

ｄ．設計荷重 

設計に用いる荷重の組合せを以下に示す。 

①基準地震動Ｓｓによる地震荷重 

②津波荷重 

③津波荷重 ＋ 漂流物衝突荷重 

※海域活断層に想定される地震による津波の影響を受けないため，余震

荷重を考慮しない。 
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ｅ．多重鋼管杭式擁壁の設計方針 

多重鋼管杭式擁壁は鋼管杭を岩盤に根入れする構造とする。 

鋼管杭は地震時及び津波時において各部位が十分な裕度を有することを

確認する。 

鋼管杭の支持性能については，基礎に作用する地盤反力が基礎地盤の極限

支持力以下であることを照査する。 

津波時は二次元静的フレーム解析，地震時は液状化を精緻に評価するため

に有効応力解析を実施し，鋼管杭に発生する断面力を用いて応力照査を実施

する。第 1-20 図に有効応力解析における解析モデル図および解析フロー図

を示す。 

被覆コンクリート壁に要求される性能は，津波に対する止水性を確保する

ことである。そのため，繰返し襲来する地震及び津波荷重が作用した場合に

対して概ね弾性状態に留まる設計とする。 

被覆コンクリート壁は，鋼管杭を介して岩着させ，津波や漂流物の荷重は

被覆コンクリート壁に直接的に作用し，鋼管杭へ伝達させる。ブロック間に

は止水目地を設けて止水性を確保する。 

止水目地部に要求される性能は，地震時に構造物間の相対変位と，その後

の津波により構造物間の相対変位に対して止水性を確保することである。そ

のため，伸縮性を有するものとし，防波壁内側にゴムジョイント又はシート

ジョイントを設置する。また，多重鋼管杭式擁壁と波返重力擁壁等，異種構

造物間の境界にもゴムジョイント又はシートジョイントを設置する。 
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第 1-20(1)図 多重鋼管杭式擁壁の解析モデル図 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フロー（地震時） 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の設計フロー
（津波時，重畳時（津波＋余震時））

START

設計条件の設定

２次元動的ＦＥＭ解析モデルの設定

地震応答解析（地震時）
（構造物－地盤連成系の二次元動的ＦＥＭ解析）

【主な荷重】

地震荷重

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

START

設計条件の設定

２次元フレーム解析モデルの設定

静的フレーム解析（津波時，重畳時（津波＋余震時））
（はり・ばねモデル）

【主な荷重】

津波荷重
漂流物衝突荷重

余震荷重

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

 

 

 

 

第 1-20(2)図 防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の解析フロー 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

（津波時，重畳時（津波＋余震時）） 
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ｆ．鋼管杭式逆Ｔ擁壁の設計方針 

鋼管杭式逆Ｔ擁壁は鋼管杭を岩盤に根入れする構造とする。 

鋼管杭は地震時及び津波時において各部位が十分な裕度を有することを

確認する。 

鋼管杭の支持性能については，基礎に作用する地盤反力が基礎地盤の極限

支持力以下であることを照査する。 

津波時は二次元静的フレーム解析，地震時は液状化を精緻に評価するため

に有効応力解析を実施し，鋼管杭に発生する断面力を用いて応力照査を実施

する。第 1-21 図に有効応力解析における解析モデル図および解析フロー図

を示す。 

逆Ｔ擁壁に要求される性能は，津波に対する止水性を確保することである。

そのため，繰返し襲来する地震及び津波荷重が作用した場合に対して概ね弾

性状態に留まる設計とする。 

逆Ｔ擁壁は，鋼管杭を介して岩着させ，津波や漂流物の荷重は逆Ｔ擁壁に

直接的に作用し，鋼管杭へ伝達させる。ブロック間には止水目地を設けて止

水性を確保する。 

止水目地部に要求される性能は，地震時に構造物間の相対変位と，その後

の津波や余震により構造物間の相対変位に対して止水性を確保することで

ある。そのため，伸縮性を有するものとし，防波壁内側にゴムジョイント又

はシートジョイントを設置する。また，鋼管杭式逆Ｔ擁壁と波返重力擁壁等，

異種構造物間の境界にもゴムジョイント又はシートジョイントを設置する。 
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第 1-21(1)図 鋼管杭式逆Ｔ擁壁の解析モデル図 

START

設計条件の設定

２次元動的ＦＥＭ解析モデルの設定

地震応答解析（地震時）
（構造物－地盤連成系の二次元動的ＦＥＭ解析）

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

【主な荷重】

地震荷重

START

設計条件の設定

２次元フレーム解析モデルの設定

静的フレーム解析（津波時，重畳時（津波＋余震時））
（はり・ばねモデル）

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

【主な荷重】

津波荷重
漂流物衝突荷重

余震荷重

防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の設計フロー（地震時） 防波壁（鋼管杭式逆T擁壁）の設計フロー
（重畳時（津波＋余震時））

 

 

 

 

第 1-21(2)図防波壁（鋼管杭式逆Ｔ擁壁）の解析フロー 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

（津波時，重畳時（津波＋余震時）） 
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ｇ．波返重力擁壁の設計方針 

波返重力擁壁はケーソンを介して直接岩盤に支持する構造とする。 

ケーソンは地震時及び津波時において各部位が十分な裕度を有すること

を確認する。 

ケーソンの支持性能については，ケーソンに作用する地盤反力が基礎地盤

の極限支持力以下であることを照査する。 

津波時は静的解析，地震時は液状化を精緻に評価するために有効応力解析

を実施し，ケーソンに発生する応力を用いて応力照査を実施する。第 1-22

図に有効応力解析における解析モデル図および解析フロー図を示す。 

重力擁壁に要求される性能は，津波に対する止水性を確保することである。

そのため，繰返し襲来する地震及び津波荷重が作用した場合に対して概ね弾

性状態に留まる設計とする。 

重力擁壁は，ケーソンを介して岩着させ，津波や漂流物の荷重は重力擁壁

に直接的に作用し，ケーソンへ伝達させる。ブロック間には止水目地を設け

て止水性を確保する。 

止水目地部に要求される性能は，地震時に構造物間の相対変位と，その後

の津波により構造物間の相対変位に対して止水性を確保することである。そ

のため，伸縮性を有するものとし，防波壁内側にゴムジョイント又はシート

ジョイントを設置する。また，波返重力擁壁と多重鋼管杭式擁壁等，異種構

造物間の境界にもゴムジョイント又はシートジョイントを設置する。 
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第 1-22 (1)図 波返重力擁壁の解析モデル図 

防波壁 
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START

設計条件の設定

２次元動的ＦＥＭ解析モデルの設定

地震応答解析（地震時）
（構造物－地盤連成系の二次元動的ＦＥＭ解析）

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

【主な荷重】

地震荷重

防波壁（波返重力擁壁）の設計フロー（地震時） 防波壁（波返重力擁壁）の設計フロー
（重畳時（津波＋余震時））

START

設計条件の設定

静的計算モデルの設定

静的計算（津波時，重畳時（津波＋余震時））

許容限界値以下の確認

評価対象断面の選定

END

【主な荷重】

津波荷重
漂流物衝突荷重

余震荷重

 

 

 

 

第 1-22 (2)図  防波壁（波返重力擁壁）の解析フロー

防波壁（波返重力擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

防波壁（波返重力擁壁）の 

設計フロー（地震時） 

（津波時，重畳時（津波＋余震時）） 
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（参考資料） 

 

防波壁の構造等に関する先行炉との比較 

 

１．比較の観点 

島根原子力発電所の防波壁は，多重鋼管杭式擁壁，鋼管杭式逆Ｔ擁壁及び波返重力擁壁

の 3つの構造型式に分かれている。 

これらの設計において留意すべき事項を整理するため，島根原子力発電所と先行炉（日

本原子力発電(株)東海第二発電所，東北電力(株)女川原子力発電所及び関西電力(株)美浜

発電所）の防潮堤等について構造等を比較する。 

また，先行炉との比較を踏まえ，先行炉実績との類似点を踏まえた設計方針の適用性及

び先行炉実績との相違点を踏まえた設計への反映事項を示す。 

 

２．先行炉との比較 

（１）多重鋼管杭式擁壁 

防波壁のうち多重鋼管杭式擁壁については，岩盤に支持された鋼管杭に上部工として被

覆コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先行炉津波防護施設として，

東海第二発電所における鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁を選定し，比較を行う。 

東海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の概要を第 1 図に，島根原子力発電所

の防波壁との比較結果を第 1表に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の概要
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ａ．多重鋼管杭の一体性確認 

多重鋼管杭は，各鋼管を中詰めコンクリート及びモルタルで充填することにより，一

体挙動・荷重分担する構造としており，多重鋼管杭の挙動については実験により確認を

行っている。防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の二次元動的 FEM 解析にあたっては，多重鋼

管杭はビーム要素でモデル化し，単一の断面積及び断面二次モーメント（各管の断面二

次モーメントの合計）を設定する。なお，最外管については，セメントミルクで周囲を

覆われており腐食する環境ではないと判断できるが，保守的に厚さに腐食代１㎜を考慮

し，断面積・断面二次モーメントを算定する。腐食代は，港湾基準に示されている鋼材

の腐食速度の標準値(陸側土中部，残留水位より下)を使用し，耐用年数を 50年として算

出した。 

  多重鋼管杭は鋼管１本あたりの全塑性モーメントを港湾基準から算出し，それらを合

算して多重鋼管杭の曲げ耐力として評価することから，多重鋼管杭の実耐力・挙動特性

を確認するために水平載荷実験及び数値解析を実施している。このうち，多重鋼管の一

体挙動と降伏荷重時の挙動について説明する。 

  実験には，耐力・挙動特性に関してスケール効果の影響は小さいことから，1/4 スケー

ルの試験体を用いる。実験としては，Case1 は単管を，Case2 及び Case3 は中詰コンクリ

ートの有無が曲げ耐力に与える効果と多重鋼管杭の挙動特性を，Case4 は交番載荷した後

の多重鋼管杭の挙動特性を確認する。また，港湾基準から算出した全塑性荷重・降伏荷

重と比較する。なお，交番載荷では，δy，２δy，３δy（ δy：試験から得られた最外

管の降伏時変位）を繰り返し載荷した後，水平一方向載荷を行う。 

  試験の概要を第 2 図に，試験装置の概要図を第 3 図に，交番水平載荷時に作用させる

変位を第 4図に示す。 

第 2図 試験の概要 

（検討フロー） （実機と試験体の相似則） 

（実験ケース） 
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第 3 図 試験装置概要図 
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第 4 図 交番水平載荷変位 
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  水平一方向載荷ケース（Case2 及び Case3）のうち，Case2（４重管中詰無）の結果，

最大荷重は多重管の全塑性荷重 704kN に対して 1.08 倍であり，概ね一致している。一方，

Case3（４重管中詰有）の結果，最大荷重平均で 1.29 倍となった。Case2 と Case3 を比較

すると，最外管の局部座屈発生までは同じ挙動を示すが，Case3 は Case2 と比較して最内

側管がコンクリートで中詰めされていることにより，曲げ耐力が増加している。Case2 及

び Case3 の実験結果を第 5図及び第 2表に示す。 
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第 5図 Case2 及び Case3-3 最大荷重時の荷重変位関係 

 

 

第 2表 Case2 及び Case3 の実験結果の比較 

実験 Case 
最大荷重

(kN) 

最大荷重時変位

(mm) 

全塑性荷重に対

する比率 

Case2 761 120 1.08 

Case 3-1 908 536 1.29 

Case 3-2 904 560 1.28 

Case 3-3 907 624 1.29 

Case3 平均 906 574 1.29 
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  Case4（交番載荷後，水平一方向）の結果，繰返し荷重を受けた後でも Case3 と同様に

荷重は緩やかに上昇している。水平荷重と変異の関係から，多重鋼管杭に対する水平載

荷試験時の荷重は，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」より算定し

た各管の全塑性モーメントの合計値に達する時の全塑性荷重と概ね一致していることを

確認した。また，試験後の試験体の切断面の写真より，圧縮側のモルタル・コンクリー

トにひび割れ等の損傷は見られない。また，圧縮側の鋼管杭の座屈による変形量は内側

ほど小さく，外側から内側にかけて順番に座屈が発生したと考えられる。以上より多重

鋼管杭は一体構造として挙動して荷重を分担しており，降伏荷重においても弾性挙動を

示していることを確認した。 

  水平載荷試験の最大荷重時の写真を第 6図に，水平荷重と変位の関係を第 7図に，試

験後の試験体の切断面の写真を第 8図に示す。 

 

第 6 図 最大荷重時座屈状況 
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第 7図 水平荷重と変位の関係 
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（管軸方向切断面） 

 

（引張縁破断状況） 

 

（圧縮縁はらみ出し状況） 

第 8図 試験体の切断面 

5条-別添1-添付25-55

59



 

ｂ．防波壁（多重鋼管杭式擁壁）の鋼管杭曲げ系破壊に関する許容限界 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14年 3 月」によると，降伏の判定は，

全塑性モーメントを上限値とするバイリニア型の「鋼管杭の杭体の曲げモーメント-曲率

関係」を用いてよいとされている。 

また，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」によると，鋼管杭の曲

げモーメントと曲率の関係は，全塑性モーメントを上限値とするトリリニアモデルを用

いるが，トリリニアモデルに代えて，より簡便に計算が可能な，破線で示すバイリニア

モデルを用いても計算結果に差があまり見られないので，バイリニアモデルを用いてよ

いとされている。 

以上を踏まえ，鋼管杭の曲げ系破壊については，繰返しの津波荷重に対して機能を保

持していることを確認することとし，降伏モーメントＭyを許容限界とする。 

「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14年 3 月」に示される鋼管杭の曲げモ

ーメント-曲率関係を第 9図に，「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」

に示される鋼管杭の曲げモーメント-曲率関係を第 10図に示す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

第 9 図 「道路橋示方書・同解説 Ⅳ下部構造編 平成 14 年 3 月」 

 

 

第 10 図 「港湾の施設の技術上の基準・同解説 平成 11 年 4 月」 

鋼管杭の曲げモーメント-曲率関係 鋼材の応力度-ひずみ曲線 
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（２）鋼管杭式逆 T擁壁 

防波壁のうち鋼管杭式逆Ｔ擁壁については，岩盤に支持された鋼管杭上に上部工として

鉄筋コンクリート壁を設置する構造であることから，類似する先行炉津波防護施設として，

女川原子力発電所２号炉における防潮壁（RC 遮水壁）を選定し，比較を行う。 

女川原子力発電所２号炉における防潮壁（RC 遮水壁）の概要を第 11 図に，島根原子力発

電所の防波壁との比較結果を第 3表に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 女川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC遮水壁）の概要
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（３）波返重力擁壁 

防波壁のうち波返重力擁壁については，岩盤上にＭＭＲ及びケーソンを介して鉄筋コン

クリート壁を設置する構造であることから，類似する先行炉津波防護施設として，美浜発

電所における防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）を選定し，比較を行う。 

美浜発電所における防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）の概要を第 12図に，島

根原子力発電所の防波壁との比較結果を第 4表に示す。 

第 12図 美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部）の概要
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３．先行炉との比較結果のまとめ 

・島根原子力発電所の防波壁の構造及び設計条件等に関する類似する先行炉の津波防護施

設との比較を踏まえ，防波壁は先行炉の設計方針を適用して設計を行う。

防波壁（多重鋼管杭式擁壁）：東海第二発電所 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁 

防波壁（鋼管杭式逆 T擁壁）：女川原子力発電所２号炉 防潮壁（RC遮水壁） 

防波壁（波返重力擁壁）：美浜発電所 防潮堤（鉄筋コンクリート及び地盤改良部） 

・また，多重鋼管杭の許容限界については，道路橋示方書・同解説（平成 14 年 3 月）を

踏まえた降伏モーメント（曲げ）及びせん断応力度（せん断）とする。

・防波壁の液状化影響の設計の反映に関して，液状化検討対象層に対する液状化試験結果

に基づく保守的な液状化強度特性を設定する点については先行炉と同様であるが，有効

応力解析（FLIP）の簡易設定法に基づき液状化強度特性を設定していることから，その

適用性や実績について今後詳細に説明する。
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